
甲斐市の給与・定員管理等について

１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） １　職員手当には退職手当を含まない。

　 　　２　職員数は平成23年4月1日現在の人数である。

（３）特記事項

特になし

（４）ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注）　1　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　　2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

        3　「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。

（５）給与改定の状況

　①月例給

△15

(注）「民間給与」、「公務員給与」は、山梨県人事委員会勧告において公民の4月分の給与額をラスパイレス

　　比較した平均給与月額である。

②特別給

(注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給割合」は

　　期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

２　一般行政職給料表の状況（平成24年4月1日） （円）

308,100 355,000 388,600 401,000 423,000 456,600

185,800 222,900 261,900 289,200 320,600 366,200

２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

１号給の
給料月額

最高号給の
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月 ％

3.95 3.95 0.00 － 3.95 3.95

人事委員会の勧告
年間支給月数

（参考）
国の年間支給月
数民間の支給割合　A 公務員の支給割合　B 較差　A-B 勧告(改定月数）

％
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％
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成24年4月1日現在）

　①一般行政職　　

　②技能労務職

区分

甲斐市

うち学校給食員

うち用務員

うち自動車運転手

山梨県

国

類似団体

区分

甲斐市

うち学校給食員

うち用務員

うち自動車運転手

　※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成21～23年の３ヶ年平均）

　※技能労務職員の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

　※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された

　　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　③看護・保健職

（注）　1　「平均給料月額」とは、平成24年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　　　　2　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当

　　　　　の額を合計したものであり、地方公務員実態調査において明らかにされているものである。

　　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれ

　　　　　ていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

　　　　3　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額」（国ベース）の括弧書きは、給与改定特例法による措置がない

　　　　　とした場合の値（減額前）である。

（２）職員の初任給の状況（平成24年4月1日現在）

（注）国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。
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甲斐市

-

対応する民間の類似職種
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43.3

42.8
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国
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（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成24年4月1日現在）

４　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成24年4月1日現在）

（注）　１　甲斐市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　　　2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（２）昇給への勤務成績の反映状況

主査

主幹

副主幹

33.6

大学卒

区　　　分

254,866円

技能労務職
高校卒

看護・保健職
大学卒

一般行政職
高校卒 - 299,100円

--

235,366円

経験年数20年経験年数15年経験年数10年

356,400円291,900円

構成比　　　　　％

-

8.2

22

3.2

10.0

24.3

330,100円288,400円252,000円
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7.8

9
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12.9

部長・会計管理者
支所長・局長

2級

1級

合計
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主事・技師
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課長・室長・館長

100.0

区分

7級

6級

5級

4級

3級

280

職員数　　　　　人

平成25年度の勤務態度評価結果及び業績評価結果を、平成27年度の昇給に反映
する。
（平成20年度から人事評価制度の試行を実施）

1級, 8.2% 1級, 6.1% 1級 5.7%
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2級 17.1%

3級, 33.6% 3級, 35.4%
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7級, 3.2% 7級, 3.2% 7級 3.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成24年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比



５　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

一人当たり平均支給額（平成23年度) 一人当たり平均支給額（平成23年度) 一人当たり平均支給額（平成23年度)

千円 千円 千円

（平成23年度支給割合） （平成23年度支給割合） （平成23年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.60 月分 1.35 月分 2.60 月分 1.35 月分 2.60 月分 1.35 月分

（ 1.45 ） 月分 （ ） 月分 （ 1.45 ） 月分 （ ） 月分 （ 1.45 ） 月分 （ ） 月分

(加算措置の状況） (加算措置の状況） (加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

5％　　10％　　15％の3段階

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（２）退職手当（平成24年4月1日現在）

甲斐市 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 23.50 月分 30.55 月分 勤続20年 23.50 月分 30.55 月分

勤続25年 33.50 月分 41.34 月分 勤続25年 33.50 月分 41.34 月分

勤続35年 47.50 月分 59.28 月分 勤続35年 47.50 月分 59.28 月分

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分

その他加算措置 その他加算措置 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

(退職時特別昇給　　なし） (退職時特別昇給　　なし）

1人当たり平均支給額 千円 千円 1人当たり平均支給額 - 千円 - 千円

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、平成23年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

（３）地域手当（平成24年4月1日現在）

なし

（４）特殊勤務手当（平成24年4月1日現在）

支給実績（平成23年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成23年度決算）

手当の種類（手当数）

防疫等作業手当 感染症等の防疫作業 1回800円

野犬等処理手当 野犬等の捕獲、死骸処理 1回800円

精神衛生業務従事手当 精神障害者の訪問指導等 1日800円

有害薬物取扱手当 有害なガス、薬品を使用する作業 1日800円

行旅病人等取扱手当 行旅病人等の収容、死体処理等 1人1,800円　1体6,000円

災害出動手当 火災現場等への出動 1回800円

（５）時間外勤務手当

77,900千円

196千円

81,526千円

204千円

－

支給実績（平成22年度決算）

職員1人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

職員1人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

主な支給対象業務

1,350

甲斐市 山梨県

左記職員に対する支給単価手当の名称

6種類

1,504

支給実績（平成23年度決算）

332千円

3,255円

25.6%

役職加算　5～20%　管理職加算　10～25% 役職加算　5～20%　管理職加算　10～25%

0.65 0.65

平成25年度の勤務態度評価結果及び業績評価結果を平成26年度の勤勉手当に反映す
る。
（平成20年度から人事評価制度の試行を実施）

10,102 21,660

国

0.65



（６）その他の手当（平成24年4月1日）

６　特別職の報酬等の状況（平成24年4月1日現在）

市長 750,000円 1,000,000円 447,500円

副市長 630,000円 816,000円 497,000円

収入役

議長 400,000円 698,000円 335,000円

副議長 360,000円 620,000円 275,000円

議員 350,000円 560,000円 255,000円

市長 (平成23年度支給割合）

副市長 月分

収入役

議長 (平成23年度支給割合）

副議長 月分

議員

市長

副市長

収入役

備考

(注）１ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期

（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

/

/

給料月額×在職月数×0.25

2.95

3.9

/

給料月額×在職月数×0.42 任期毎

（支給時期）

期末手当

給料

報酬

任期毎

（算定方式）

1,512万円

756万円

(1期の手当額）

異なる

（参考）類似団体における最高/最低額

給　　　料　　　月　　　額　　　等

職及び支給金額

１交通機関等利用者
　運賃等に同じ
　月額55,000円まで支給
２自家用車等利用者
　通勤距離に応じ
　月額55,000円まで支給

管理又は監督の地位にある職
員のうちその職務の特殊性に
基づき規則で定める職により
支給
39,800円～80,100円

13,347

区　　分

管理職手当

通勤手当

支給実績
（平成23年度決

算）

支給職員1人当たり
平均支給年額

（平成23年度決算）

千円37,353

14,155 千円

国の制度と
の異同

-

-

２自家用車等利用者
距離区分が異なる

同じ

同じ

異なる

国の制度と異なる内容

住居手当

扶養手当

手当名 内容及び支給単価

１配偶者　　   月額13,000円
２扶養親族　　月額  6,500円
３扶養親族のうち配偶者
　のいない1人目
　              　月額11,000円
（16～22歳の子の場合には、
5,000円が加算される。）

１借家・借間居住者
　月額12,000円を超える家
　賃を負担している職員に
　対し家賃の額に応じ、
　月額27,000円まで支給
２自宅所有居住者
　月額4,000円（※H23.4.1廃
止）

退職手当

682,846

/

/

/

円

千円

35,508 千円

223,670 円

267,068 円

43,904 円



７　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年4月1日現在）

区分

部門 平成23年 平成24年

議会

総務 傷病、育休による総務部配置職員が復帰したことによる減

税務 収納業務見直しによる増

民生

衛生 生活環境業務見直しによる増

労働

農林水産

商工

土木

計 ＜参考＞人口1万人当たりの職員数 44.71人

（類似団体人口1万人当たりの職員数　　54.46人）

教育部門 学校司書体制の見直し及び退職者の未補充による減

小計 ＜参考＞人口1万人当たりの職員数 54.44人

（類似団体人口1万人当たりの職員数　　73.53人）

水道

下水道

その他 国民健康保険、介護保険業務見直し、介護認定審査会への派遣による増

小計

合計 ＜参考＞人口1万人当たりの職員数 60.34人

(注） 1 職員数は一般職に属する職員数である。（教育長含む）

（２）年齢別職員構成の状況（平成24年4月1日現在）

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 計

職員数 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

（３）定員管理の推移

（各年4月1日現在）

区分

部門

（ △ ）

（ △ ）

（ △ ）

（ △ ）

（注） 1 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数（教育長含む）

472

平成21年

79

51

449

321

77

平成19年

331

86

55

平成24年

75

40

439

326

71

4348

446

平成23年

327

83

55

465

319

平成20年

324

公営企業等会計

計

職員数

職員数

職員数

職員数

一般行政

教　　育

1.5%

17.4%

21.8%

6.8%440
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８　勤務時間その他の勤務条件の状況
　(1)　勤務時間の状況（正規の勤務時間）
　　ア　職員の勤務時間は、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり３８時間４５分とする。
　　イ　職員の勤務時間の割振りは、午前８時３０分から午後５時１５分までとする。なお、この勤務時間中に
　　　　午後零時から1時間の休憩時間を置く。

　(2)　一般職員の年次有給休暇の使用状況（平成23年）
平均使用日

数(b)／(c)
17,145日 2,753日 438人 6.3日 16.1%

　(3)　特別休暇の導入状況（主な特別休暇と付与日数）（平成23年度）
　　ア　骨髄提供のための休暇　必要と認められる期間
　　イ　ボランティア休暇　５日の範囲内の期間
　　ウ　婚姻休暇　５日の範囲内の期間
　　エ　分娩休暇　産前は分娩予定日前8週間、産後は出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間
　　オ　育児休暇　生後１年６月に達しない子を育てる場合、１日２回それぞれ６0分
　　カ　夏季休暇　原則として連続する５日の範囲内の期間
　　キ　子の看護休暇　中学校就学の始期に達するまでの子の看護のための休暇　５日以内

　(4)　育児休業及び部分休業の利用状況（平成23年度）
　　ア　育児休業及び部分休業の取得者数　

男性職員 女性職員 計
0 5 5
0 4 4
0 9 9
0 1 1
3 5 8

　　イ　育児休業の承認期間（平成23年度中に新たに取得した職員に限る。）
６月超え １年超え １年６月超え ２年超え ２年６月超

え１年以下 １年６月以下 ２年以下 ２年６月以
下

３年以下

取得職員数 1 1 2 1 5

　(5)　介護休暇の取得状況（平成23年度）
配偶者 父母 子 その他 計

0 0 0 0 0

９　分限及び懲戒処分の状況（平成23年度）
　(1)　分限処分者数

降任 免職 休職 降給 失職 計
0

1 1
0
0
0
0

地方公務員法の欠格事項に該当 0

　(2)　懲戒処分者数（行為別）
戒告 減給 停職 免職 計

0
0
0
0
0
0

0 0 0 0 0

９－２　服務
(１)　服務規律の遵守に関する取組 (平成23年度）

（２）　兼業の許可件数 (平成２３年度）

　　　　12件

９　職員研修の実施状況（平成23年度）及び勤務成績の評定の状況
（１）　市町村職員研修所研修

研修課程名
修了者数
(延べ）

階層研修 327人
専門研修 262人

計 589人

服務規律の確保、厳正な職務執行、行政サービスの向上、飲酒運転の根絶等 提示

区　　　　　　　分
平成23年度中に新たに育児休業を取得した職員

平成22年度から引き続き部分休業を取得している職員

平成23年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員

処分の具体的事由

計

総付与日数
(a)

総使用日数
(b)

全対象職員
数 (c)

消化率
(b)／(a)

平成23年度中に新たに部分休業を取得した職員

平成22年度から引き続き育児休業を取得している職員

要介護者の続柄別
取 得 職 員 数

処　　　分　　　事　　　由
勤務実績が良くない場合
心身の故障の場合

期　　間 ６月以下

一般服務違反関係
一般非行関係
収賄等関係

給与・任用に関する不正

職に必要な適格性を欠く場合
職制、定数の改廃等により廃職、過員を生じた場合
刑事事件に関し起訴された場合
条例で定める事由による場合

職員への周知方法

道路交通法違反
監督責任

計

取　組　内　容



税徴収関係 1人

派遣先 派遣期間 派遣者数

0人 0人 0人

　「甲斐市人材育成基本方針」に基づき、人事評価制度の確立を図ります。

　(1)　厚生福利事業の概要（平成23年度）
　　ア　職員の健康診断の状況
対象職員数 受診者数 受診率 人間ドック

助成額
438人 290人 66.2% 3,268,750円

　　イ　市表彰規則に基づく職員永年勤続表彰
30年勤続 20年勤続 合計報奨額

9人 5人 74,000円
　　ウ　職員互助会補助金

会員数 公費補助金額 会員１人当り補助金額 H23年度決算額 補助率
甲斐市職員互助会 471人 1,000,000円 2,123円/人 6,499,421円 15.39%

　(2)　公務災害補償の状況（平成23年度）
区　　分 一般行政職 看護保健職 技能労務職 計

認定件数 1 1 0 2

名称

・平成２０年度は、評価者を対象に人事評価研修を開催するとともに、全職員を対象に能力評価、勤務態度評価１次試行、目標設定演習等を行いました。

・平成２２年度は、全評価者を対象に人事評価研修を開催するとともに、全職員を対象に能力評価・勤務態度評価３次試行、業績評価２次試行を行いました。
・平成２３年度は、全評価者を対象に人事評価研修を開催するとともに、全職員を対象に能力評価・勤務態度評価４次試行、業績評価３次試行を行いました。

１０　福祉及び利益の保護の状況

（２）　派遣研修　（市町村職員中央研修

（３）　派遣・交流研修　（国、県など）

（４）　勤務成績の評定の状況

・平成２１年度は、全評価者を対象に人事評価研修を開催するとともに、全職員を対象に能力評価・勤務態度評価２次試行、業績評価１次試行を行いました。



１１　公営企業職員の状況　　＜水道事業＞

（１）職員給与費の状況

①決算

（注） １　職員手当には退職手当を含まない。

　 　　２　職員数は平成23年4月1日現在の人数である。

②特記事項

特になし

（２）職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成24年4月1日現在）

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

（３）職員の手当の状況

①期末手当・勤勉手当

一人当たり平均支給額（平成23年度) 一人当たり平均支給額（平成23年度)

千円 千円

（平成23年度支給割合） （平成23年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.60 月分 1.35 月分 2.60 月分 1.35 月分

（ 1.45 ） 月分 （ ） 月分 （ 1.45 ） 月分 （ ） 月分

(加算措置の状況） (加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

5％　　10％　　15％の3段階 5％　　10％　　15％の3段階

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

②退職手当（平成24年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 23.50 月分 30.55 月分 勤続20年 23.50 月分 30.55 月分

勤続25年 33.50 月分 41.34 月分 勤続25年 33.50 月分 41.34 月分

勤続35年 47.50 月分 59.28 月分 勤続35年 47.50 月分 59.28 月分

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分

その他加算措置 その他加算措置

(退職時特別昇給　　なし） (退職時特別昇給　　なし）

1人当たり平均支給額 千円 千円 1人当たり平均支給額 千円 千円

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、平成23年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

③地域手当（平成24年4月1日現在）

なし

総費用に占める
職員給与費比率

B/A

170,806 95,617

純損益又は実質
収支

職員給与費　B区分 総費用　A

H23年度 627,225

(参考）
平成22年度の総

費用に占める職員
給与費比率

15.2% 16.1%

7,716 18,474

区分
職員数
（人）　A

給与費（千円）

75,903 6,32512 49,713

(参考)市町村（政令指
定都市を除く）一人当た

り給与費（千円）給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　B

一人当たり給与費
B/A　　　　（千円）

甲斐市 47.1 345,225 527,100

6,350

区分 平均年齢（歳） 基本給（円） 平均月収額（円）

H23年度

団体平均 45.4 358,043 528,316

甲斐市公営企業職員 甲斐市一般行政職

1,350

0 10,1020

1,539

甲斐市公営企業職員 甲斐市一般行政職

21,660

0.65 0.65



④特殊勤務手当（平成24年4月1日現在）

支給実績（平成23年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成23年度決算）

手当の種類（手当数）

防疫等作業手当 感染症等の防疫作業 1回800円

野犬等処理手当 野犬等の捕獲、死骸処理 1回800円

精神衛生業務従事手当 精神障害者の訪問指導等 1日800円

有害薬物取扱手当 有害なガス、薬品を使用する作業 1日800円

行旅病人等取扱手当 行旅病人等の収容、死体処理等 1人1,800円　1体6,000円

災害出動手当 火災現場等への出動 1回800円

⑤時間外勤務手当

⑥その他の手当（平成24年4月1日）

手当名 内容及び支給単価

手当の名称 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

16.7%

6種類

支給実績（平成23年度決算）

円1,600

800 円

管理職手当

住居手当

１借家・借間居住者
　月額12,000円を超える家
　賃を負担している職員に
　対し家賃の額に応じ、
　月額27,000円まで支給
２自宅所有居住者
　月額4,000円 （※H23.4.1廃
止）

同じ -

扶養手当

１配偶者　   月額13,000円
２扶養親族　月額  6,500円
３扶養親族のうち配偶者
　のいない1人目
　              月額11,000円
（16～22歳の子の場合には、
5,000円が加算される。）

同じ -

140

-

同じ -

職員1人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

支給実績（平成22年度決算）

職員1人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

一般行政職
の制度との

異同

通勤手当

１交通機関等利用者
　運賃等に同じ
　月額55,000円まで支給
２自家用車等利用者
　通勤距離に応じ
　月額55,000円まで支給

千円

管理又は監督の地位にある職
員のうちその職務の特殊性に
基づき規則で定める職により支
給
39,800円～80,100円

同じ

千円

千円

千円

千円

1,829

152

1,536

円

1,657 千円 828,600 円

372

324 千円 324,000 円

支給実績
（平成23年度決

算）

一般行政職の制度と
異なる内容

41,333 円

千円2,330

支給職員1人当たり
平均支給年額

（平成23年度決算）

258,888


